
 
 
 
 

２２年度当初予算の収支見通し 

歳入の見通し ２２年度当初 
 

２１年度当初 対前年度 

 １８，６９０億円 (Ａ) １９，８５４億円 ▲1,１６４ 

○ 府税収入（法人二税▲10%で見込む） １０，６５０億円  １２，０６０億円 ▲1,４１０ 

○ 交付税等（税収連動により算定） ５，９５０億円  ５，０３６億円 ９１４ 

○ その他の歳入（地方消費税精算金の減等） ２，０９０億円  ２，７５８億円 ▲６６８ 
 

歳出の見通し ２２年度当初  ２１年度当初 対前年度 

 １９，３８８億円 (Ｂ) １９，８５４億円 ▲４６６ 

○ 職員給 ７，０６０億円  ７，３０４億円 ▲２４４ 

○ 公債費・税関連歳出（税収連動等により算定） ６，８９０億円  ７，３５９億円 ▲４６９ 

○ 扶助費等（繰出金含む） ３，０９５億円  ３，１１７億円 ▲２２ 

○ 一般施策経費・建設事業（当初予算の修正を反映） ２，１２７億円  ２，０７４億円 ５３ 

○ 財プロ上のＨ22追加取組額 ▲１２億円  －   ▲１２ 

○ 減債基金への返済（21年度前倒し返済分を減額） ２２８億円  －   ２２８ 

 

 要対応額   (Ｂ)－(Ａ) ＝ ６９８億円(Ｃ)  

 

政府の予算編成について特に留意が必要な事項 

○ 10 月 15 日に再提出の政府概算要求においては、地方に関係する制度変更の内容が十分明らかになってお

らず、政府予算編成における議論に委ねられている部分が多い。 

○ 本府としては、国からの情報収集に努めるとともに、地方に関係する制度変更については十分に地方の意見

を聴くこと、地方に負担を課す場合には適切な地方財政対策を講ずることを国に求めることとする。 

○ その上で、国施策の動向にあわせた府事業の再構築、収支上の影響への対応など必要な見直しについて

は、予算編成過程を通じて行うこととする。 

 

■ 特に留意すべき事項                                    

項目 内容・留意点等 単位：億円 

自動車関係税 

暫定税率の廃止 

 地方減収分に対する補てん措置の内容を見極め 

（国直轄事業負担金の見直し、道路関係予算の取扱い等） 

税実収減  160 

程度 

高校授業料の 

実質無償化等 

（公立）生徒１人 118,800 円以内/年 

（私立）生徒１人 118,800 円以内/年（低所得世帯 237,600 円以内/年） 

【影響不明】 

 

子ども手当  現行の児童手当が見直される一方、新たな「子ども手当」に事業主・地

方負担が導入される可能性あり。 

【影響不明】 

社会保障関係の 

制度見直し・拡 

充等 

・ 生活保護母子加算の復活、診療報酬改定、新型インフルエンザ対策

等の事項要求項目の動向 

・ 21 年度１次補正で拡充した難病対策等（継続）に係る財源措置 

【影響不明】 

地方財政対策 ・ 国施策の見直しに伴う地方負担増が地方財政計画に適切に反映されるか 

・ 実質無償化に伴う公立高校授業料減免見直し、20年度給与改定等の負担減の反映 

 

※ 数値はすべて一般財源ベース 
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平成２２年度当初予算の要対応額について

２２年度の要対応額 ６９８ ＋α

収支不足への対応

減債基金への返済

　＋　別枠加算財源の確保　〔知事重点事業〕

◆歳入の確保等 ２７０

　Ｈ21予算執行での改善等 ２００

　　（H20決算剰余金の繰越52億円を含む）

　特定目的基金 ２０ 耐震化事業への公共施設基金活用を想定

　その他（土地売却の追加等） ５０

◆歳出の抑制 １４０

　要求額への上限設定 ５０

　各部局長における独自抑制 ５０

　査定段階での精査 ４０ 事業内容・金額の精査（義務的経費含む）

◆行革推進債の活用 ７０ 発行可能額（概算）　　（参考）H21当初 30億

上記　計 ４８０

さらなる要調整額 ２１８ ＋α

【予算編成過程において以下の対応を検討】

○歳出額の精査（プラスマイナス） （政府予算編成による影響、義務的経費の自然増、給与改定による影響など）

○減債基金返済の検討

○財源対策として退手債の活用検討 （参考）　H20当初 185億

４７０

対応案

＋α

２２８

 一般施策・建設全体で▲５％を抑制

今後、今年度税収の進捗、地財措置の見通し等により上下に変動が見込まれる。

H21年2月試算額　 ２８０億円
H21に返済前倒し　　５２億円

さらに同程度(▲５％）を、各部局長がマ
ネージメントの観点から自ら抑制


